




































































































































































































































































































































































































































































































製造業 変化肯定 分権管理 漸進主義 スタッフ主導
ニーズ・新・少数 0．41 0．23 一〇』8 一〇．23
ニーズ・既成・少数 一〇20 一〇．17 一〇．10 一〇．25
NS・既成・少数 一〇．13 一〇．26 0．12 一〇．28
シーズ・新・少数 0．01 0．45 0．35 0．03
NS・新・少数 一こ口33 0．47 一〇．33 一〇．04
F値 L68 2．D8＋ 1．04 0．40
非製造業 変化肯定 分権管理 漸進主義 スタッフ主導
ニーズ・既成・少数 一〇．14 0．29 0ユ1 0．28
ニーズ・既成・NS 一〇ユ2 0．67 一〇．09 0．42
ニーズ・NS・少数 0．35 0．23 0．07 0．07
NS・既成・少数 0．02 0．18 0．52 0．30
NS・NS・NS 0．26 一〇．36 一〇．08 0．22
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非製造業 変化肯定 分権管理 漸進主義 スタッフ主導
成功　非成功 成功　非成功 成功　非成功 成功　非成功
ニーズ・既成・少数
jーズ・既成・NS
jーズ・NS・少数
mS・既成・少数
mS・NS・NS
一〇．17　－0．32
O．46　－0．90＊＊
O．40　0．28
O．51　－0．57
O．65　－0．14
0．26　0，15
O．95　0．20＋
O．53　－0．27＋
O．16　0．2！
O．06　ヨ．78
0．45　－0．45＋
黶Z．18　－0．06
O．16　－0．07
O．65　0．36
O．19　－0．34
0，53　0．20
f，69　－0，11
O，34　－0．37
O．32　0．29
O．33　0．11
注　両側七検定1十10％水準で有意，＊5％水準で有意，＊＊1％水準で有意。
　　サンフ．ル数，製造業75社，非製造業77社。一項目でも欠測値のある企業ば除外さ
　れている。戦略が「どちらともいえない」場合，「NS」と表している。
　　新事業の成功・非成功の類別は，質問票の回答にもとつく。
　ここでは，組織文化とうまくいく戦略との次のような対応関係を確認でき
た。
　（1）ニーズ志向でうまくいく戦略は，製造業で漸進型の文化である。
　（2）ニーズ志向でもシーズ志向でもない戦略でうまくいくのは，製造業で
　　スタッフ重視型の文化であり，非製造業では，変化敏感型の文化であ
　　る。
　（3）既成市場参入志向でうまくいく戦略昧，製造業で分権管理型の文化で
　　ある。
　（4）既成市場参入志向でも新市場創造志向でもない戦略でうまくいくの
　　は，非製造業で分権管理・漸進型の文化である。
　（5）少数厳選投資志向でも分散投資志向でもない戦略でうまくいくのは，
　　非製造業で変化敏感型の文化である。
　これまでの分析結果から，次のような結論を導くことができる。
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　第一に，新事業開発の成功確率の違いは，組織文化の違いによっても説明
される。製造業と非製造業の平均的な組織文化は異なるが，それぞれの業種
で成功確率を高める鍵となる文化の特徴がある。
　第二に，成功確率の高い企業の組織文化は，製造業と非製造業とを問わ
ず，よく似ている。逆に，うまくいかない企業の文化もよく似ている。
　第三に，スタッフ重視かライン重視かの違いは，製造業か非製造業かの違
いによって説明される部分が大きい。
　第四に，新事業開発の基本戦略に合わせて，組織文化も創造される。しか
し，うまくいく戦略には共通する対応関係がある。
　3．組織の：有効性と組織文化
　ここまでの分析から得られた結果で，経営学で提示されてきた優良企業の
要因とは異なるものがある。
　その第一は，ライン重視型文化の優位性についてである。ピーターズと
ウォーターマンによれば，優良企業に共有される基本的な特質の一つは小さ
な本社であった。組織形態を単純に保ち，本社スタッフを少人数にしている
のである。すなわち，優良企業は，スタッフ重視型ではなく，ライン重視型
である。
　しかし，ここでの分析結果は，彼らの主張と必ずしも一致しない。たとえ
ば，製造業のニーズ志向でもシーズ志向でもない基本戦略は，スタッフ重視
型の文化をもつ企業の方がうまくいく。非製造業でうまくいっている企業の
文化は，平均的にも基本戦略でもスタッフ重視型である。このように，必ず
しもライン重視型の文化をもつ企業の方がうまくいくとはいえない。
　第二は，組織の創造性を生み出すための突出の効果についてである。竹内
他は，事業展開について次のように主張している（11）。
（11）竹内他［1986コ，pp．　330－333．
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　「企業の自己革新の出発点は，古い秩序を破壊し，新しい秩序を生み出す
ようなカオスをつくりだすことである。」
　「事業展開を構想する場合，新しい情報が市場から組織内に継続的に入っ
てカナスを創発し，情報創造を誘発するという視点から構想される方が望ま
しい。」
　これらの命題は，事業を創造するために，意識的なカナスの創造を提唱し
ている。そのためには，組織構成員の視点を転換させる必要があるとされ，
その手段としてミドルを中心とした小集団による戦略的突出が提示され
る（12＞。
　しかしながら，分析の結果からは，突出型の文化を持つ企業の新事業開発
がうまくいくとはかぎらない。新事業開発のうまくいく企業は，製造業と非
製造業を問わず，平均的には漸進型の文化をもつ。基本戦略でみても，うま
くいっている企業には漸進型の文化の企業がある。たとえば，製造業のニー
ズ志向型の戦略では，漸進型の文化を持つ企業がうまくいっている。非製造
業の既成市場参入志向でも新市場創造志向でもない戦略でも，漸進型の文化
の企業がうまくいく。
　それでは，なぜこのような結果が得られるのだろうか。まず，なぜスタッ
フ重視型の文化の方がうまくいくのだろうか。その理由の一つは，経営資源
の特異性の違いである。製造業のニーズ志向でもシーズ志向でもない戦略
は，スタッフ重視の方がうまくいく。製造業では，自己の技術をもとに戦略
を明確にする方がうまくいく。しかし，自己の技術の特異性を高めることが
できなければ，戦略に「あいまい」な部分を残しておき，スタッフを中心と
して競争者の動きに機動的に対応する方がうまくいくのだろう。
　また，非製造業の中核資源は，情報的資源である。その情報的資源は，
個々の現場が取り入れ口となっている。中核となる技術を持たず，特許もな
（12）竹内他［1986コ，pp．382－384．
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い業種では，その情報的資源は，他者との互換性が高く特異性は低い。その
ため，事業開発に有効となる新たな資源は，よく似ている可能性が高い。し
かし，どの情報的資源がどの程度似ているかは，取り入れ口で判断すること
はむずかしい。同じような開発分野の選択がなされたり，他者に追随した事
業開発がなされることもある。その結果，本業での競争関係が，そのまま新
たな事業分野へ持ち込まれることになる。したがって，スタッフが情報的資
源を集中的に管理して，新事業開発の決定をする方がうまくいくのである。
　それでは，突出型の文化がうまくいかないのはなぜか。突出の効用は，新
しい視点を提示する集団をつくることによって，組織構成員の視点を転換さ
せることにある。それは，それまで組織に共有されていた思考・行動様式を
転換させることでもある。その結果，製品，組織の編成などの内容に変化を
もたらす。創造的な突出のための周辺条件は，社内の雑音からの隔離と集団
内に異質性を取り込むことであると主張されている（13）。
　製造業では，突出型の文化の方がうまくいく基本戦略もある。しかし，特
定の戦略の軸との対応関係は見いだせなかった。突出集団は，社内の雑音の
影響を受けたり，異質性の乏しい集団とならざるを得ない場合もある。たと
えぼ，多角化の程度が低い企業は，単一事業で均一な文化を持つ企業に近
い。そこでは，突出集団をつくっても，本流意識による雑音のため，その集
団が十分な動機付けを持つかどうかは疑問である。研究開発能力の高い企業
が組織的な管理のもとに事業開発を行うときも，突出集団を作るよりは，あ
えて漸進的な戦略をとろうとするだろう。また，金融業のように資源の特異
性が低ければ，組織内部に異質な発想が生まれにくくなる。その結果，突出
集団は，十分な異質性を取り込めるとはいえない。むしろ，集団自体が，組
織全体から遊離したものになる可能性が高い。
（13）竹内他［1986コ．
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】V．結び
　本稿では，まず，組織文化の定量化の方法について議論し，測定の結果を
もとに，日本企業の組織文化の構成因子を抽出した。次に，それらの因子が
どのような意味をもつか，その因子をもとにすれば，日本企業の組織文化は
どのような類型化ができるかを議論した。最後に，日本企業の新事業開発と
組織文化の関係を事業開発戦略をもとに分析した。
　組織文化というとらえがたい現象の定量的な研究は，まだこれからの課題
である。その理由の一つは，定量的な研究に対する懐疑的な見方があったか
らである。しかし，ここで得られた結果は，組織文化についての議論で注目
されてきた論点とかかわる。さらに，組織文化の違いも納得できる。
　それでは，組織文化の違いは何によって生み出されたのだろうか。その最
も大きな影響要因は，産業の違いだろう。産業が異なれば，仕事の成果をあ
げるような文化は異なる。この研究でも，産業と組織文化との関係について
分析を行った。その結果をみると，産業は，組織文化に違いをもたらす重要
な影響要因であることが理解できる。しかし，産業の違いだけでは説明でき
ない違いも存在する。同じ産業でも，まったく異なった文化が併存しうる。
むしろ，業種間の組織文化の違いよりも，企業問の組織文化の違いが大きい
ことが確認されている（M）。
　新事業開発との関係では，一定の組織文化をもつ企業において，新事業開
発の成功確率が高いことが明らかになった。組織文化は，目に見えない影響
力であるだけに，その意識的な管理は難しい。しかし，組織文化es　，自然発
生的なものであるが，ある程度までは，意識的に形づくり，伝承することは
できる。その際に重要な役割をはたしているのは，経営理念だろう。そのた
めには，経営理念が，企業の行動や成果にどのような影響を及ぼしている
（14）関西生産性本部［1991コ，pp，49－53．
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か，組織文化とどのようにかかわっているかも分析する必要がある（15）。
　新事業開発の戦略，経営管理システム，組織文化は，新事業の成果をそれ
ぞれが独立して規定するわけではない。なんらかの適合関係があるはずであ
る。その関係は，環境や他の組織特性にも影響され，適合性の程度は，企業
によって微妙に異なる。その違いは，新事業開発に対する経営者の方法論の
違L）を表すといえるのか．もしれない。戦略，経営管理システム，組織文化の
三つの適合関係の分析も，今後の課題である。適合関係の違いを明らかにで
きれば，新事業開発についての戦略的な判断の違いを知ることができるだろ
う。そのためには，環境認識や経営者の個人属性も含めた，より詳しい分析
が必要である。
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